
令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

430.0 250.0 -
409.0 246.0 241.0 200.0 -

成果
小児科医療確保対策事業で派遣された
医師が小児科の救急外来で診察した患
者数

人
小児科医療確保対策事業で派遣された医
師が小児科の救急外来で診察した患者数

- 420.0
301.0 244.0 223.0 150.0 -

成果
平日夜間応急診察室受診
者数

人
平日夜間応急診察室で受診
された患者数

- 365.0

成果
安心して医療を受けることができる
と感じている市民の割合

％ 市民アンケート調査（「そう思う」「まあそう思う」と
回答する市民の割合）

- 52.0

390.0 250.0 -

79 71 76 81
55.0 58.0 60.0

49.4 53.7 55.9 61.1

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
かかりつけ医を持つ市民の
割合

％
兵庫の豊かさ指標（丹波地
域）の調査結果

76 77 78 79 80

一般財源 277,921 118,165 204,201 317,215 142,055
その他特財 171,663 252,940 230,300 267,425 75,000
受益者負担金 0 13,138 12,906 12,684 5,820
借入金（地方債） 84,800 239,800 1,169,200 3,357,700 143,400
国・県支出金 0 3,528 3,283 1,650 0

特定財源 256,463 509,406 1,415,689 3,639,459 224,220

人件費E=D×2,000千円 0 1,960 1,960 1,960 1,000

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.98 0.98 0.98 0.50

人件費C=B×7,500千円 16,000 16,000 15,200 22,648 15,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 2.00 2.00 2.00 2.98 2.00

令和元年度事業
及び積算内容

県立柏原病院医師確保のための支援
（地域医療循環型プログラム・小児科医療確保対策事業）

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 518,384 609,611 1,602,730 3,932,066 350,275

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 534,384 627,571 1,619,890 3,956,674 366,275

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・救急医療体制の確保を支援する。
・健康センターミルネを整備する。
・看護専門学校校舎及び看護専門学校寄宿舎を整備する。
➢柏原赤十字病院運営補助金、小児科医療確保対策事業負担金、救急医療体制確保充実補助金等

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
○平日夜間応急診察室
の開設
○柏原赤十字病院運営
支援
○柏原病院医師確保支
援
○新病院関連施設整備
（設計業務）

○平日夜間応急診察室
の開設
○柏原赤十字病院運営
支援
○柏原病院医師確保支
援
○新病院関連施設整備
（建設工事）

○平日夜間応急診察室
の開設
○柏原赤十字病院運営
支援
○柏原病院医師確保支
援
○新病院関連施設整備
（建設工事）

○平日夜間応急診察室
の開設
○柏原赤十字病院運営
支援
○柏原病院医師確保支
援
○新病院関連施設整備
（建設工事）

○柏原病院医師確保支
援
○柏原赤十字病院解体
支援
○救急医療に関する民
間病院支援
○医師研究資金、看護
師修学資金貸与

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 医療を受ける必要がある人、病院

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・県立丹波医療センター（仮称）と健康センターミルネの機能をあわせたハイブリッド施設群による、医
療、保健、介護、福祉が連携した総合的なサービスの提供を目指すととともに、市内の医療提供体制
確保のための支援を行う。
・地域医療に貢献できる看護師を養成する。

③地域医療に貢献する人材の育成

根拠法令・個別計画等 医療法
事業期間 開始年度 20 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
①地域医療・在宅医療サービスの充実

地域医療総務費 健康センターミルネ整備事業

会計区分 一般 地域医療対策事業

大野昌也 垣内大介

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

健診センター運営事業 看護専門学校特別会計施設整備費繰出金

新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 医療確保事業 事業No. 
事業担当課 健康部　地域医療課 所属長 足立安司 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

338.0 300.0 320.0
成果 市民講座への参加者数 人 実施団体からの報告数

300.0 300.0

成果 市民講座を実施した団体数 団体 実施団体数
20.0 10.0

300.0 300.0 300.0

79 71 76
6.0 5.0 5.0

4.0 1.0 2.0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
かかりつけ医を持つ市民の
割合

％
兵庫の豊かさ指標（丹波地
域）の調査結果

76 77 78 79 80

一般財源 1,841 835 976 2,840
その他特財 0 0 0 0
受益者負担金 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0

人件費E=D×2,000千円 0 40 40 80

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.02 0.02 0.04

人件費C=B×7,500千円 800 160 608 608

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.10 0.02 0.08 0.08

令和元年度事業
及び積算内容

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 1,041 635 328 2,152

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 1,841 835 976 2,840 医療確保事業に統合する

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・地域医療の現状を学ぶ目的で市民を対象に開催される市民講座に対し、その必要経費について年に1回まで補
助を行う。 補助限度額は、2つ以上の小学校区を対象とし受講者がおおむね100人以上見込まれる場合は10万円
を限度、 それ以外の場合で受講者がおおむね20人以上見込まれる場合は5万円を限度とする。
・健康センターミルネの整備に伴い、施設の役割や機能を市民に説明し、有効に活用いただける施設となるよう市
民にPRする。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・地域医療啓発講
座補助金

・地域医療啓発講
座補助金
・地域医療総合支
援センター（仮称）
整備事業ＰＲ

・地域医療啓発講
座補助金
・地域医療総合支
援センター（仮称）
整備事業ＰＲ

・地域医療啓発講
座補助金
・健康センターミル
ネオープンプレイベ
ントを開催し、ミル
ネの機能について
市民にPR

医療確保事業に統
合するため計画な
し

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 地域医療を理解しようとする市民、自治会等の団体

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

地域医療の現状を理解し、適正な医療機関の利用と早期受診を心がける市民が増えることで、市民と
医療従事者の信頼関係が構築され、安心した生活が送ることができる。

根拠法令・個別計画等
事業期間 開始年度 20 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
①地域医療・在宅医療サービスの充実

会計区分 一般

大野昌也

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

地域医療啓発事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 地域医療啓発事業 事業No. 
事業担当課 健康部　地域医療課 所属長 足立安司 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

― ― 4000

― ― ― ―
成果 検診受診者数 人 がん検診分

― ―

― ― ― ―
成果 健診受診者数 人 協会けんぽ分

― ―

成果 一日当り外来診療患者数 人
年間受診患者数/年間診療
実日数

― ―

― ― 1000

― ― ― ―
― ― 43

― ― ― ―

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 外来患者数 人 年間受診患者数
― ― ― ― 7,800

一般財源 0 0 0 0 3,750
その他特財 0 0 0 0 120,000
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 120,000

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 0 0 0 0 3,750

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.50

令和元年度事業
及び積算内容

指定管理料　120,000千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 120,000

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 0 0 0 0 123,750

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

兵庫県を指定管理者として次の業務を行う。
・外来診療業務・訪問診療・往診
・各種健康診断の実施
・医療機器の保守業務

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
指定管理者：兵庫
県
医療業務
・外来診療業務
・訪問診療
・健診業務
・医療機器の保守
業務

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 疾病により診療を受ける人、健診センターを受診する人

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

地域の一次医療機関として、適切な医療を提供し、患者の健康保持を図る。
病気の早期発見のため健診サービスを提供する。

③地域医療に貢献する人材の育成

根拠法令・個別計画等
事業期間 開始年度 令和元 年度 終了年度

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
①地域医療・在宅医療サービスの充実

会計区分

大野昌也

事業区分

実施計画区分 予算
小事業

名

ミルネ診療所運営事業
新規・継続・臨時区分

１．基本情報
事務事業名 ミルネ診療所運営事業 事業No. 
事業担当課 健康部　地域医療課 所属長 足立安司 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

― ―

― ― ― ―
成果 ％

― ―

― ― ― ―
成果 円

― ―

成果 一日当りの訪問件数 件 年間訪問件数/年間営業日
― ―

― ―

― ― ― ―
― ― 19.5

― ― ― ―

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 訪問看護利用者数 人 年間利用者数
― ― ― ― 4,680

一般財源 0 0 0 0 750
その他特財 0 0 0 0 20,000
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 20,000

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 0 0 0 0 750

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.10

令和元年度事業
及び積算内容

指定管理委託料　20,000千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 20,000

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 0 0 0 0 20,750

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

訪問看護業務
・健康チェック・医師の指示による医療的処置の実施
・身の回りの介護方法についての指導と助言・医療機関との連絡調整

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
訪問看護業務
・健康チェック・医師
の指示による医療的
処置の実施・身の回
りの介護方法につい
ての指導と助言・医
療機関との連絡調整

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 在宅で療養中の訪問看護の支援が必要な人

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

看護師が訪問し、療養上のサービス提供を行い、在宅で安心して療養生活が送れるように支援する。

根拠法令・個別計画等
事業期間 開始年度 令和元 年度 終了年度

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
①地域医療・在宅医療サービスの充実

会計区分

大野昌也

事業区分

実施計画区分 予算
小事業

名

ミルネ訪問看護ステーション運営事業

新規・継続・臨時区分

１．基本情報
事務事業名 ミルネ訪問看護ステーション運営事業 事業No. 
事業担当課 健康部　地域医療課 所属長 足立安司 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

3

1,931 1,449 1,968 1,450

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動 休日応急診療所来所者数 人 休日応急診療所来所者数
2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

一般財源 9,000 6,341 7,553 8,779 6,466
その他特財 9,390 9,391 9,151 9,455 12,000
受益者負担金 1,170 1,350 1,350 1,350 1,500
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 10,560 10,741 10,501 10,805 13,500

人件費E=D×2,000千円 1,200 2,800 2,800 2,800 3,800

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.60 1.40 1.40 1.40 1.90

人件費C=B×7,500千円 5,200 4,000 3,800 3,800 2,250

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.65 0.50 0.50 0.50 0.30

令和元年度事業
及び積算内容

H31年6月まで、現在の場所（柏原町柏原）で事業を実施、7月より丹波市健康センターミルネ1階に移
転し、業務を実施する。報酬（医師、運営委員会委員等）　7,317千円　　賃金1,441千円　旅費660千円
需用費（医薬材料費含む）　1,580千円　通信費371千円　保険料146千円　保守管理委託料　561千円
備品購入費100千円　医師会・薬剤師会負担金1,490千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 13,160 10,282 11,454 12,984 13,916

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 19,560 17,082 18,054 19,584 19,966

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・休日、祝日、年末年始に診療所を開設する。
・丹波市医師会員が当番制で医療にあたる。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
休日応急診療所運
営
・電子カルテ導入
・従事看護師3名、
医師1名体制

休日応急診療所運
営
・従事看護師2名、
事務1名、医師1名
体制

休日応急診療所運
営
・従事看護師2名、
事務1名、医師1名
体制

休日応急診療所運
営
・従事看護師2名、
事務1名、医師1名
体制

休日応急診療所運
営
・従事看護師2名、
事務1名、医師１名
体制
7月より
・従事看護師2名、
事務2名、医師１名
体制

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 休日の一次救急医療を必要とする市民

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

休日における一次医療の提供を行い、市民が安心して医療が受けられる環境を確保する。

根拠法令・個別計画等 丹波市休日応急診療所設置条例
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
①地域医療・在宅医療サービスの充実

会計区分 一般

大野　昌也

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

休日応急診療所運営事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 休日応急診療所運営事業 事業No. 
事業担当課 健康部　健康課 所属長 足立　安司 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

- - -
14 33 36 29

成果 市内就職率 ％ 市内就職者数／就職者数
- -

1170 1230 1200 1200
活動 専任教員の講義時間数 時間

学内専任教員の担当講義の
総時間数

1170 1230

活動 総学生数 人
各年度当初の3学年学生数
の合計

120 120

1230 1200 1200

94 94 100 97
120 120 120

106 109 108 118

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
看護師国家試験現役合格
率

％
現役卒業生合格者数／現役
卒業生受験者数

100 100 100 100 100

一般財源 41,607 95,760 89,634 81,185 57,976
その他特財 4,367 0 0 0 70,306
受益者負担金 12,825 14,234 14,452 15,415 42,919
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 80,170 43,399 43,399 51,480 51,480

特定財源 97,362 57,633 57,851 66,895 164,705

人件費E=D×2,000千円 6,000 6,000 8,000 8,000 8,000

非常勤職員従事者数（人・年）D 3.00 3.00 4.00 4.00 4.00

人件費C=B×7,500千円 88,000 96,000 91,200 91,200 90,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 11.00 12.00 12.00 12.00 12.00

令和元年度事業
及び積算内容

実習指導教員等賃金（3名）4,993千円、校舎事務備品38,670千円、教材用備品（電動ベッド、ノートパ
ソコン他）23,170千円、非常勤講師謝金（10千円*639時間+5千円*551時間）9,205千円、病院等臨地実
習委託料（118人、40,449時間*150）6,553千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 44,969 51,393 48,285 48,880 124,681

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 138,969 153,393 147,485 148,080 222,681

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・平成27年４月１日、兵庫県から移管を受け丹波市立看護専門学校として開校（兵庫県立柏原看護専門学校から設置者変更）
・講義や実習の授業を通じて、看護師資格取得に必要な知識・技能を修得させる。
・学習環境を整えるため、校舎等を改築し令和元年9月に学校を移転する。
・看護学科3年課程　入学定員：40名、総定員：120名　　授業料：年額118,800円（令和元年9月分から月額20,000円に改定）
・教育課程　基礎分野（13単位330時間）、専門基礎分野（21単位510時間）、専門分野Ⅰ（15単位465時間）、専門分野Ⅱ（40単位
1320時間）、統合分野（12単位390時間）　合計 101単位　3015時間

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
○看護専門学校運営
　・入学試験
　・講義、実習
　・学生寮管理
　・学校諸行事

○看護専門学校運営
　・入学試験
　・講義、実習
　・学生寮管理
　・学校諸行事

○看護専門学校運営
　・入学試験
　・講義、実習
　・学生寮管理
　・学校諸行事
　・学校移転準備

○看護専門学校運営
　・入学試験
　・講義、実習
　・学生寮管理
　・学校諸行事
　・学校移転準備
　・学生寮移転準備

○看護専門学校運営
　・入学試験
　・講義、実習
　・学生寮管理
　・学校諸行事
　・学校移転

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 看護師資格の取得を希望して入学した人

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

地域社会に貢献する有為な看護師を育成する。

根拠法令・個別計画等 保健師助産師看護師法、学校教育法、看護専門学校設置条例
事業期間 開始年度 27 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
③地域医療に貢献する人材の育成

学生寮管理費 一時借入金利子
会計区分 特別 施設整備費 職員人件費

足立　勝弘

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

一般管理費 学校運営費
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 看護専門学校運営事業 事業No. 
事業担当課 健康部　看護専門学校 所属長 荒木　和美 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

成果 一日当り外来患者数 人
年間受診患者数/年間診療
実日数

116 116
25,153 24,827 25,350 25,500

116 100 100
95 94 95 95

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 外来患者数 人 年間受診患者数
25,000 25,000 25,000 26,000 26,000

一般財源 108,794 110,591 110,490 111,421 111,686
その他特財 69,468 57,718 53,162 49,406 57,533
受益者負担金 18,438 17,548 17,807 18,010 18,375
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 87,906 75,266 70,969 67,416 75,908

人件費E=D×2,000千円 11,871 11,162 16,133 16,677 12,300

非常勤職員従事者数（人・年）D - - - - -

人件費C=B×7,500千円 90,216 90,905 80,332 77,744 68,000

職員従事者数（人・年）Ｂ - - - - -

令和元年度事業
及び積算内容

国民健康保険特別会計直診勘定
・診療収入１億5,389万３千円、繰入金7,288万９千円
・総務費１億4,973万円、医業費4,195万６千円、公債費3,756万５千円　外

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 94,613 83,790 84,994 84,416 107,294

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 196,700 185,857 181,459 178,837 187,594

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

医療業務
・外来診療業務・訪問診療・往診
・健康教室等の保健事業の実施
・医療機器の保守業務

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
医療業務
・外来診療業務
・訪問診療
・健康教室等の保
健事業の実施
・医療機器の保守
業務

医療業務
・外来診療業務
・訪問診療
・健康教室等の保
健事業の実施
・医療機器の保守
業務

医療業務
・外来診療業務
・訪問診療
・健康教室等の保
健事業の実施
・医療機器の保守
業務

医療業務
・外来診療業務
・訪問診療
・健康教室等の保
健事業の実施
・医療機器の保守
業務

医療業務
・外来診療業務
・訪問診療
・健康教室等の保
健事業の実施
・医療機器の保守
業務

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 医療を要する患者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

地域の一次医療機関として、適切な医療を提供し、患者の健康保持を図る。

根拠法令・個別計画等 医療法、国民健康保険法、健康保険法、介護保険法、高齢者の医療の確保に関する法律
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
①地域医療・在宅医療サービスの充実

一般管理費 医療用機械器具費
会計区分 特別 保健施設事業費 医業費他７事業

中田絵理 前川芹菜

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

職員人件費 職員研究研修費
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 医療事業 事業No. 
事業担当課 健康部　国保診療所 所属長 畑田　喜代美 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

8,196 8,345 8,544 8,000
成果 利用者一日当り介護収入 円 介護収入/年間利用者数

9,000 9,000

成果 一日当り利用者数 人 年間利用者数/年間営業日
13.1 13.1

9,000 9,000 9,000

3,178 2,970 3,208 3,220
13.1 14.0 14.0

13.1 12.4 13.3 14.0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 利用者数 人 年間利用者数
3,150 3,150 3,150 3,220 3,220

一般財源 23,836 24,352 23,639 23,866 22,500
その他特財 13,144 13,144 13,144 13,144 15,356
受益者負担金 4,720 4,817 4,558 4,353 4,350
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 17,864 17,961 17,702 17,497 19,706

人件費E=D×2,000千円 5,354 5,903 8,533 7,971 9,106

非常勤職員従事者数（人・年）D - - - - -

人件費C=B×7,500千円 15,269 15,268 13,519 13,380 14,000

職員従事者数（人・年）Ｂ - - - - -

令和元年度事業
及び積算内容

国民健康保険特別会計直診勘定
・診療収入１億5,389万３千円、繰入金7,288万９千円
・総務費１億4,973万円、医業費4,195万６千円、公債費3,756万５千円　外

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 21,077 21,142 19,289 20,012 19,100

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 41,700 42,313 41,341 41,363 42,206

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

通所リハビリテーション業務
・医学的管理、看護・機能訓練（個別・集団）・入浴介助・食事の提供・レクレーション・送迎

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
通所リハビリテー
ション業務
・医学的管理、看
護・機能訓練（個
別・集団）・入浴介
助・食事の提供・レ
クレーション・送迎

通所リハビリテー
ション業務
・医学的管理、看
護・機能訓練（個
別・集団）・入浴介
助・食事の提供・レ
クレーション・送迎

通所リハビリテー
ション業務
・医学的管理、看
護・機能訓練（個
別・集団）・入浴介
助・食事の提供・レ
クレーション・送迎

通所リハビリテー
ション業務
・医学的管理、看
護・機能訓練（個
別・集団）・入浴介
助・食事の提供・レ
クレーション・送迎

通所リハビリテー
ション業務
・医学的管理、看
護・機能訓練（個
別・集団）・入浴介
助・食事の提供・レ
クレーション・送迎

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 要介護・要支援状態になった利用者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

利用者が居宅において日常生活が営めるよう、理学療法等の必要なリハビリテーションを行うことで、
心身の機能回復を図る。

根拠法令・個別計画等 介護保険法
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
①地域医療・在宅医療サービスの充実

一般管理費 給食器具費

会計区分 特別 職員研究研修費 給食材料費他５事業

畑井貴弘・芦田三幸 中田絵理

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

職員人件費 通所リハビリテーション費
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 通所リハビリテーション 事業No. 
事業担当課 健康部　国保診療所 所属長 畑田喜代美 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

3

7,274 7,690 7,234 7,234
成果 利用者一人当り看護収入 円 看護収入/年間利用者数

6,822 6,822

成果 一日当りの訪問件数 件 年間訪問件数/年間営業日
7.0 9.0

6,822 7,100 7,100

1,255 1,504 1,792 1,792
9.0 9.0 9.0

5.2 6.2 7.3 7.0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 訪問看護利用者数 人 年間利用者数
1,700 1,700 1,700 1,800 1,800

一般財源 8,178 7,869 8,126 8,985 9,884
その他特財 8,100 6,673 9,537 8,665 9,656
受益者負担金 922 958 1,037 1,140 1,260
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 9,022 7,631 10,574 9,805 10,916

人件費E=D×2,000千円 2,965 3,303 3,405 3,421 3,300

非常勤職員従事者数（人・年）D - - - - -

人件費C=B×7,500千円 9,179 7,198 10,232 10,006 11,690

職員従事者数（人・年）Ｂ - - - - -

令和元年度事業
及び積算内容

訪問看護ステーション
 療養収入1,110万円 繰入金965万6千円
 総務費2,072万円　外

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 5,056 4,999 5,063 5,363 5,810

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 17,200 15,500 18,700 18,790 20,800

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

訪問看護業務
・健康チェック・医師の指示による医療的処置の実施
・身の回りの介護方法についての指導と助言・医療機関との連絡調整

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
訪問看護業務
・健康チェック・医師
の指示による医療的
処置の実施・身の回
りの介護方法につい
ての指導と助言・医
療機関との連絡調整

訪問看護業務
・健康チェック・医師
の指示による医療的
処置の実施・身の回
りの介護方法につい
ての指導と助言・医
療機関との連絡調整

訪問看護業務
・健康チェック・医師
の指示による医療的
処置の実施・身の回
りの介護方法につい
ての指導と助言・医
療機関との連絡調整

訪問看護業務
・健康チェック・医師
の指示による医療的
処置の実施・身の回
りの介護方法につい
ての指導と助言・医
療機関との連絡調整

訪問看護業務
・健康チェック・医師
の指示による医療的
処置の実施・身の回
りの介護方法につい
ての指導と助言・医
療機関との連絡調整

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 在宅で療養中の訪問看護の支援が必要な人

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

看護師が訪問し、療養上のサービス提供を行い、在宅で安心して療養生活が送れるように支援する。

根拠法令・個別計画等 介護保険法、健康保険法、高齢者の医療に関する法律
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
①地域医療・在宅医療サービスの充実

一般管理費

会計区分 特別 職員研究研修費

足立智奈美 中田絵理

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

職員人件費
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 訪問看護事業 事業No. 
事業担当課 健康部　国保診療所 所属長 畑田喜代美 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

成果
福祉医療助成額の返納件
数

件 丹波市こども医療費助成事業の実施に関する規
則第4条第2項による返納件数

- 10.00
91.05 94.95 98.07 99.69

10.00 10.00 10.00
26.00 17.00 11.00 12.00

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
福祉医療費支給申請処理
率

％
支給処理件数÷審査可能件
数

- 92.00 92.00 92.00 100.00

一般財源 372,575 414,499 387,877 352,071 349,993
その他特財 15,002 15,002 15,002 15,002 15,002
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 166,968 191,004 173,983 154,074 149,817

特定財源 181,970 206,006 188,985 169,076 164,819

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 23,200 21,360 19,684 19,760 20,250

職員従事者数（人・年）Ｂ 2.90 2.67 2.59 2.60 2.70

令和元年度事業
及び積算内容

乳幼児等・こどもの医療費助成　 253,526千円
障がい者の医療費助成　　　　　　203,329千円
母子・父子家庭等の医療費助成　23,123千円
高齢期移行者の医療費助成　　　　8,525千円　　未熟児養育医療費助成　6,059千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 531,345 599,145 555,102 501,387 494,562

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 554,545 620,505 576,862 521,147 514,812

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・対象者の把握（資格審査等）
・受給者証の交付
・適正な医療費の助成

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・乳幼児等・こどもの
医療費助成
・障がい者の医療費
助成
・母子・父子家庭等の
医療費助成
・老人の医療費助成

・乳幼児等・こどもの
医療費助成
・障がい者の医療費
助成
・母子・父子家庭等の
医療費助成
・老人の医療費助成

・乳幼児等・こどもの
医療費助成
・障がい者の医療費
助成
・母子・父子家庭等の
医療費助成
・老人の医療費助成

・乳幼児等・こどもの
医療費助成
・障がい者の医療費
助成
・母子・父子家庭等の
医療費助成
・高齢期移行助成
・未熟児養育医療費
助成

・乳幼児等・こどもの
医療費助成
・障がい者の医療費
助成
・母子・父子家庭等の
医療費助成
・高齢期移行助成
・未熟児養育医療費
助成

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 福祉医療費の助成が必要な市民

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

助成対象者が、必要な時に安心して医療が受けられるように適正な手続きがされている。

根拠法令・個別計画等 福祉医療費助成条例、高齢重度障害者医療費助成事業取扱要綱、こども医療費助成事業の実施に関する規則、精神障害者医療費助成事業実施要綱

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐２【医療】安心して生活できる医療環境をつくろう

施策の展開
②福祉医療費助成事業の充実

重度障害者医療費助成事業 母子家庭等医療費給付事業
会計区分 一般 高齢重度障害者医療費助成事業 精神障害者医療費助成事業他１事業

荻野浩仁 吉見啓吾　岩浅　弥生

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

乳幼児等医療費助成事業 こども医療費助成事業、未熟児養育医療助成事業

新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 福祉医療費助成事業 事業No. 
事業担当課 生活環境部　市民課 所属長 山本　崇 担当者


